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令和８年度テレコム予算概算要求の概要 2

令和８年度 要求額     １，５２１億円＋事項要求

令和７年度 予算額 １，２６１億円

 （比較増減額 ２６０億円増）

区分
令和８年度
要求額

令和７年度
予算額

（要求額）
比較増減額

一般財源
約６９５億円
＋事項要求

５１１億円
（６９９億円）

1８３億円増
（４億円減）

電波利用料財源 約８２７億円
７５０億円

（８０３億円）
７７億円増

（２３億円増）

合 計
約１，５２１億円
＋事項要求

１，２６１億円
（１，５０２億円）

２６０億円増
（１９億円増）

（注）計数はそれぞれ四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。



3地域DXの推進

○地域社会DX推進パッケージ事業

● 人口減少・少子高齢化や経済構造変化等が進行する中、持続可能な地域社会を形成するには、デジタル技術の実装（地域
社会ＤＸ）を通じた省力化・地域活性化等による地域社会課題の解決が重要。
● 本事業では、地域社会DXを加速させ、地方創生2.0にも貢献するため、デジタル人材/体制の確保支援、AI・自動運転等の先
進的ソリューションや先進的通信システムの実証支援、地域の通信インフラ等整備の補助等の総合的な施策を通じて、デジタル実装
の好事例を創出するとともに、効果的・効率的な情報発信・共有等を実施することで、全国における早期実用化を促進。

①デジタル人材／体制の確保支援
1 . 計画策定支援     
2 .推進体制構築支援          
3 . 地域情報化ア ド バ イ ザ ー
4 . 人材ハブ機能

デ ジ タ ル 技術 を活用 し て 地域課題 の解決 を図 る た め に必要 な通信
イ ン フ ラ な ど の 整備 を支援

③地域のデジタル基盤の整備支援（補助）  

デ ジ タ ル 実装 に必要 と な る地域課題 の整理 、導入 ・ 運用計画 の策定 に対す る専門家に よ る 助言
都道府県 を中心 と し た 持続可能な地域 の D X推進体制の構築 を支援
地域情報化 ア ド バ イ ザ ー に よ る 人材の育成 ・ 供給 を支援
デ ジ タ ル 人材 を地域外 か ら確保 す る場合 の人材 の マ ッ チ ン グ を 支援

好事例の創出・実用化

衛星通信 や光 電融合技術 を は じ め と す る 新 し い 通 信
技 術 な ど を 活 用 し た 先 進 的 な ソ リ ュ ー シ ョ ン の 実 用 化
に 向 け た 実証

先進的通信シス テ ム活用タイプ
②先進的ソリューションの実用化支援（実証）

地 域 の 通 信 シ ス テ ム を 活 用 し た 、 A I ・ 自 動 運 転
等 の 先進的 な ソ リ ュ ー シ ョ ン の 実証

A I ・ 自動運転検証タイプ

地域社会DX推進パッケージ事業 令和８年度要求額 20.7億円 (令和７年度予算額 0.5億円 令和６年度補正 74.0億円)



4AI社会を支えるデジタルインフラの整備等

◎デジタルインフラ整備推進事業（※）

• 生成AIをはじめとするデジタル技術の徹
底的な活用を実現するためには、光ファイ
バ、5G等のデジタル基盤の整備が不可欠
であることから、デジタルインフラ整備計
画2030（令和７年６月公表）を踏まえ、以
下の情報通信インフラ整備を推進

- 携帯電話基地局の整備

- トンネル等における移動通信用中継
施設の整備

- 高速・大容量無線通信の前提となる
光ファイバの整備

デジタルインフラ整備推進事業 49.7億円（新規）



通信・放送インフラの強靱化

携帯電話基地局強靱化対策事業 令和８年度要求額 30.0億円 (令和７年度予算額 24.0億円 令和６年度補正 5.0億円)

インターネット
伝送路の断！

停電！

 停電に備え、大容量化した蓄電池や発
電機、ソーラーパネルを設置

 伝送路断に備え、衛星回線により通信
回線を冗長化

災害発生時における停電や伝送路断による携帯電話基地局の停波を回避するため、大容量化した蓄電池や発電機、

ソーラーパネル及び衛星を活用し、基地局機能の維持を図り、携帯電話基地局の強靱化対策を推進。

〇携帯電話基地局強靱化対策事業（※）
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● 被災情報や避難情報など国民の生命・財産の確保に不可欠な情報を確実に提供するため、大規模災害時
において放送が継続出来るよう、地上波テレビ、ラジオ及びケーブルテレビの放送ネットワークの耐災害性強
化を推進するとともに、災害発生後の早期復旧を支援。

6通信・放送インフラの強靭化

地上波中継局 ケーブルテレビ

○放送ネットワーク整備支援事業（一部※）

・災害発生時に放送を継続させるため、南海トラフ地震等を見据え

地上基幹放送の放送局の耐震対策や停電対策等の耐災害性強化

の事業費の一部を補助。

・放送ネットワークの強靱化と耐災害性強化のため、予備送信所や

災害対策補完送信所等の事業費の一部を補助。

・更なる放送ネットワークの強靱化に資するため、中継ルートの変更、

送信所設備等の災害復旧や、災害情報の迅速・正確な伝達のため

の設備整備費用の一部を補助。

地上基幹放送の耐災害性強化 ケーブルテレビの耐災害性強化

・災害時に確実かつ安定的な情報伝達が確保されるよう、ケーブルテレ

ビネットワークの光化・複線化等による耐災害性強化の事業費の一部

を補助。

・令和６年能登半島地震により被害を受けた地域のケーブルテレビ関連

設備の復旧に係る事業費の一部を補助。

放送ネットワーク整備支援事業 令和８年度要求額 24.2億円 (令和７年度予算額 1８.８億円 令和６年度補正 2２.0億円)

※このほか、民放ラジオの難聴解消、地上デジタル放送の環境整備に係る予算が含まれる。



7通信・放送インフラの強靭化

○地上基幹放送の小規模中継局等のブロードバンド等による代替等支援事業（※）

全国の視聴者に対して良質な放送コンテンツの継続的な提供を確保しつつ、電波の能率的な利用を図るため、
小規模中継局や辺地共聴施設等のブロードバンド等による代替等を支援。

地上基幹放送の小規模中継局等のブロードバンド等による代替等支援事業 令和８年度要求額 10.5億円(令和７年度予算額 10.0億円)

既設の辺地共聴施設

共
同
利
用
等

に
よ
り
更
新

高度化を伴う改修により
存続する辺地共聴施設

中継局

存続する中継局

②
改
修

ケーブルテレビ/IP代替

①
代
替

③調査・相談対応

ブロードバンド
回線

ブロードバンド
等による代替

中
継
局
廃
止



問い合わせ

総務省 九州総合通信局 情報通信振興課

096-326-7833 h-shinkou@soumu.go.jp

13:00~15:00
10 15

TKP博多駅前シティセンター

https://www.113.vovici.net/se/
13B2588B73A2B402

九州総合通信局〒812-0011
福岡県福岡市博多区
博多駅前3-2-1
日本生命博多駅前ビル 8階

＊オンラインでの参加も可能
お申込み後に接続用URLをメール
にてお送りします

水

https://www.113.vovici.net/se/13B2588B73A2B402
https://www.113.vovici.net/se/13B2588B73A2B402
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